研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　庶務T　　　　　　　　　職　種　事務　　　　　　　氏　名　尾田　宇江

	期　　間　　平成　　19年　　9月　　13日　～　平成　　19年　　9月　　13日

	出張目的特別管理産業廃棄物管理責任者講習参加

	出 張 先　宮城県仙台市青葉区　　フォレスト仙台2F

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


考察

　今回の講習会に参加してあまりに専門的な部分が多く初めて参加する医療関係職について間もない私にとってはレベルが高すぎました。

講習参加者は医師や医療従事者が多く今回資格要件でも「知識のある者」が条件でしたので、苦労しました。

そのような講習会の中でも廃棄物の処理方法については今まで業者に任せていた事が実際はこちら側が計画を立て進行していく物なのだと知りました。

平成20年からは産業廃棄物管理票に関する報告を作成し都道府県知事等に提出しなければならないなど、新たなことが起こることの認知しておかなければならない。

処理方法を間違うと感染してしまったり、誤った知識のせいで処理できなかったりすることが起こるのだと感じました。

　この知りえた内容を業務にいかし正しい廃棄物の処理に携わりたいと思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

研修要旨

感染に関する基礎知識
（講師　（社）日本医師会医療福祉部　審議役　原田　優氏）

学習のねらいと学習ポイント

1 感染とはどのようにして起きるか、感染基礎、感染の仕組みと感染成立、感染からの生態防御、免疫等について理解を深める。

・感染の基礎として、感染と感染の成立は、病原体との接触⇒生体への病原体への侵入・付着⇒病原体の増殖（感染）⇒生体への炎症性変化⇒感染の成立（感染症）の過程がある。

・感染は侵入してくる病原体の種類・量・強さ（感染力、毒力）と生態の防御力の強さで決まる。

・この過程の間には、それぞれ生体の防御系が働き、「病原体の接触」即「感染」とはならない。

・防御系の中心をなす、免疫としては、非特異性免疫と特異性免疫があり、いくつかの防御系が働き生体を守っている。

2 感染の原因となる病原微生物の種類と特徴について理解を深める。

･　感染の原因の病原微生物としては、原虫、真菌、細菌、リケッチア、クラミジア、スピローへータ

ウイルス、プリオン等がある。それぞれ異なる特徴がある。

3 対策は、感染症法により規定されている物がある感染症法の概要について理解する。

4 病原体によるバイオハザードについて理解を深める。

5 感染症廃異物と関連のある重要疾患として、Ｂ型肝炎、Ｃ型肝炎、エイズ等の感染症について理解を深める。

･感染性廃棄物と感染予防に関連のある重要疾患として、Ｂ型肝炎、Ｃ型肝炎、エイズ、結核プリオ病

　梅毒が上げられる。

⑥　感染性廃棄物と感染予防法として、標準予防策、感染経路別予防策と滅菌、消毒法等の基礎理解を

　深める。

・感染性廃棄物に対する感染予防法としては、標準予防策・感染経路別予防策と滅菌・消毒法が中心と

　なる。

⑦　感染性廃棄物において、最も危険の大きな針刺し事故の予防安全対策についての理解を深める。

･感染性廃棄物としては、接触感染予防策が中心であり、特に針刺し感染予防策として、経皮血液予防

　策が重要である。

･針刺し事故防止対策は、感染性廃棄物処理と感染予防を考える上で針刺し事故の防止に尽きるといえ

る上で針刺し事故の防止に尽きるといえるほど最重要課題である。

・ワクチン接種は、最も確実な針刺し事故による感染予防法である。しかしＢ型肝炎、結核等の一部

の感染症に限定される。医療従事者、感染性廃棄物処理業者は、必ず接種すべきである。

･針刺し事故防止の基本は、単なる「不注意」「気の緩み」等個人責任、精神面でなく、医療関係機関等

　全体で具体的防止策を安全対策のシステムとして考えなければならない。

･具体的な針刺し事故防止としては、安全装置月注射針の使用、廃棄の仕方、廃棄物容器の工夫、適正

　なし用法等があげられる。また、万が一針刺し事故が発生した場合の諸地方も含め針刺し事故マニュ

アルを平素より準備し、徹底する必要がある。

・針刺し事故事故防止の実施には、費用がかかる。

　リスクマネジメントの考え方を導入し、針刺し事故が起きた場合にかかる費用を算出し、それと事故

起きる以前にあらかじめ安全対策を行なう費用と比較し検討すべきである。
　

医療関係機関等からの廃棄物の関係法規　

（講師　（財）日本産業廃棄物処理振興センター　講師村田弘氏

1 医療関係機関等の排出事業者としての処理責任について理解を深める

・医療関係機関等の事業者は、「その事業活動に伴なって生じた廃棄物を自らの責任において適性に処理しなければならない」（法第3条）

・廃棄物処理法では「その事業活動に伴い特別管理産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者は当該事業場ごとに当該事業に係わる当該特別管理産業廃棄物の処理に関する業務を適切に行わせるため、特別管理産業廃棄物管理責任者を置かなければならない」

· 委託契約書の締結義務

医療関係機関等はその事業活動に伴って排出される産業廃棄物の処理を他人に託す場合は、委託基準に従わなければならない。

· 医療関係機関等は委託契約書を締結した産業廃棄物処理業者にその処理を委託する場合産業廃棄物管理票を把握しておく事が必要であり産業廃棄物の発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の工程における処理が適正に行なわれているかを確認するための手段となっている。

　・　医療関係機関等は事業ごとに帳簿を備え、特別管理産業廃棄物の処理について環境省令で定める事項を記載し、1年ごとに閉鎖し5年間保存しなければならない

2 医療機関等から排出される感染性廃棄物･産業廃棄物･特別管理産業廃棄物の分類の理解
· 「感染性廃棄物」とは医療行為等により廃棄物となった脱脂綿、ガーゼ、包帯、ギプス、紙おむつ、注射針、注射筒、輸血点滴ｾｯﾄ、体温計、試験管等の検査器具、有機溶剤、血液、臓器、組織等のうち、人が感染し、若しくは感染するおそれがある病原体が含まれる、若しは、付着し、または、おそれのあるもの。

· 「産業廃棄物」とは事業活動に伴って生じた廃棄物で20種類に分けられる
· 「特別管理産業廃棄物」とは産業廃棄物の中の爆発性、毒性、感染性のある廃棄物で、廃油、廃酸、廃アルカリ、感染性産業廃棄物、特定有害産業廃棄物（廃ＰＣＢ等、ＰＣＢ汚染物、ＰＣＢ処理物、廃石綿等）、輸入廃棄物が上げられる。
3 感染性産業廃棄物を自ら処理する際の処理基準について
· 医療関係機関等の施設内にて保管（極力短期間にする）

腐敗するおそれがある場合は腐敗しないよう措置をとる

梱包する（密閉できること、収納しやすい、損傷しない）

感染性廃棄物を収納した容器には「バイオハザードマーク」を明記する

運搬⇒産業廃棄物の収集または運搬を行なう場合には運搬車の車体の外側に表示し、かつ、その運搬車に書面を備え付けなければならない。

処分方法⇒焼却設備を用いて焼却する法

　　　　　溶融設備を用いて溶融する法

　　　　　高圧蒸気滅菌装置を用いて滅菌する法

　　　　　乾熱滅菌装置を用いて滅菌する法

　　　　　消毒する法

4 化学物質の健康への影響について
· 化学物質の健康影響に関する基本的事項として、化学物質の侵入・呼吸経路、生体内運命、生体負荷量と健康影響、労働安全対策についても考える

· 化学物質の侵入経路
1） 呼吸器

2） 消火器
3） 皮膚
5 感染性廃棄物以外の廃棄物の処理基準についての理解
· 感染性廃棄物以外の特別管理産業廃棄物の種類

1） 廃油

2） 廃酸、廃アルカリ
3） 特定有害産業廃棄物（廃ＰＣＢ等、ＰＣＢ汚染物、ＰＣＢ処理物、廃石綿等）
医療関係機関等からの廃棄物の処理計画　

（講師　北里大学看護学部　非常勤講師　酢屋　ユリ子氏）

1 廃棄物処理計画の必要性

· 感染性廃棄物の処理計画について計画の内容

1． 状況

2． 別方法

３．施設内収集･運搬方法

４．滅菌等の方法

５．梱包方法　

６．保管方法

７．収集･運搬業者の許可証、委託契約書の写しを添付

８．緊急時の関係者への連絡体制を記載する。

　　　　　

2 管理体制の在り方

· 廃棄物の処理を適正に行なう為には管理体制の整備が必要である。そのためには必要に応じて廃棄物の管理指針、管理責任体制、役割分担の決定等を定める管理規定を作成する

管理規定は、感染性廃棄物処理マニュアルの内容に従って定めるものとする。

3 委託契約

・委託契約には「基本的委託基準」がありその基準に沿って契約を交わす

「二者間契約」が原則となっており誰と契約するかが基本となる

　排出業者は処理業者の選択を誤ると大変なこととなり責任を取らなければならなくなる

4 産業廃棄物管理票、帳簿の仕組み及び運用方法の理解

· 産業廃棄物管理票（マニフェスト）は平成2年から厚生省の行政指導により始まり、平成5年４がつから特別管理産業廃棄物について義務付けられた。平成9年からの廃棄処理法の改正ですべての産業廃棄物にマニフェスト制度が義務づけられ、平成10年2月から施行されている

これにより排出業者は産業廃棄物の処理を他人に委託する場合紙マニフェスト又は電子マニフェストを使用しなければならない

· 帳簿作成の必要性⇒特別管理産業廃棄物の種類ごとに業務区分に応じて必要な記載を所定の期限までに記載した帳簿を事業所ごとに作成し保存しなければならない。

· 帳簿の記載事項と記載期限⇒施行規則第8条の18に定める記載事項と記載期限の定められた記載事項、記載期限に行なう。

5 処理業者選択のための各主要因

· 契約前に特別管理産業廃棄物のみ排出業者が委託業者に委託する特別管理産業廃棄物について文章で通知する。

· 委託業者の許可、事業の範囲を許可証の写しで確認する。

· 委託契約は書面をもって行なう

· 政令で定める事項を契約書に記載する

· 契約期間、料金、事業の範囲を記載

· 産業廃棄物の保管は積替えを行なう場合を除いて行なってはならない。

· 委託者の有する委託産業廃棄物、特別管理産業廃棄物の適正な処理のために必要な情報

· 受託業務終了時の受託者の委託者への報告に関する事項（マニュフェクトに関する事項）

· 契約解除に関する事項

· 委託業者の原則に関する条項

· 関係書類の保存期間⇒契約終了日から5年間保存

6 廃棄物の適正処理の安全管理の在り方

· リスク（損害、損失、不利益、破損等の可能性その確立の意味）、リスクアセスメント（廃棄物が適正に処理されているかどうかの判断する方法として、評価する方法）リスクマネジメント（こうした汚染物質の放出を抑制する方法とそれに必要な経費、健康影響の程度の減少効果等を考慮して処理方法を決定して実施）

· 処理優先順位１）発生抑制2)再使用３）再生利用４）熱回収５）適正処分が法定化

· 環境アセスメント⇒従来の環境影響が起こってから不経済的な対策を講じるのではなく、事前に環境汚染を防止する為の手続き

· ＰＤＣサイクルの活用⇒環境マネジメントシステムの基本を成すもの

· 環境マネジメントシステム

· 施設内における廃棄物処理に関する総合評価

· 感染性廃棄物の分別・施設内収集運搬・保管、委託時収集運搬、中間処理に関する安全管理　

7 在宅医療と在宅医療廃棄物の取扱い

· 在宅医療は健康保険法在宅医療に該当する。

· 在宅自己注射、在宅中心静脈栄養法、成分栄養経管栄養法、悪性腫瘍患者、寝たきり患者処置、寝たきり老人特定疾患、在宅自己腹膜灌流、人工呼吸、酸素療法、自己導入、自己疼痛、血液透析等使用用具が在宅医療廃棄物になる。
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